
 

 

島 崎 謙 治  教授 

 

専門分野：社会保障法、医療政策 

略  歴：1978 年東京大学教養学部教養学科（国際関係論分科）卒業、同年厚生省（当時）

入省、保健医療局管理課課長補佐等を経て、1993 年千葉大学法経学部助教授

（社会保障法）、1995 年厚生省児童家庭局育成環境課児童手当管理室長、1997

年厚生年金基金連合会運用調査部長、2001 年厚生労働省保険局保険課長、2003

年国立社会保障・人口問題研究所副所長、2005 年東京大学大学院法学政治学

研究科附属比較法政国際センター客員教授等を経て、2007 年 4 月から本学教

授。  

 

１． 業 績（Ａ） 

（１） 雑誌論文（単著） 

＊ 島崎謙治「社会保障法判例（医療法人の定款に当該法人の解散時にはその残余財産

を払込出資額に応じて分配する旨の規定がある場合における、同定款中の退社した

社員はその出資額に応じて返還を請求することができる旨の規定の解釈）」『季刊

社会保障研究』Vol.47, No.4、2012 年 3 月、439～447 頁（※） 

＊ 島崎謙治「国民皆保険とその前史の成立過程に関する覚書」『青山法学論集』53

巻 4 号、2012 年 3 月、87～116 頁 

（２） 図 書（単著） 

＊ 島崎謙治『日本の医療－制度と政策』全 437 頁（東京大学出版会、2011 年 4 月） 

（３） 学会発表 

＊ 島崎謙治、第 28 回日本医学会総会、「人口構造の変容と医療政策の課題」 

（第 28回日本医学会総会は 2011年 4月 8日～10日まで東京フォーラムで開催され

ることになっていたが、東日本大震災の影響により、解説を付した講演パワーポ

イント資料を公開し代替することとされた。） 

＊ 島崎謙治、第 16 回日本緩和医療学会学術大会、「超高齢社会における医療政策」（招

待講演）、札幌市教育文化会館、2011 年 7 月 29 日 

（４） その他 

＊ 健康保険組合連合会の委託調査研究「健康保険制度における事業主の役割に関する

調査研究」の総括研究者（同名の報告書が健康保険組合連合会から発刊、全 159 頁） 

 

２． 業 績（Ｂ） 

書評・解説等 

＊ 島崎謙治「健康保険制度における事業主負担の役割（解説：前編・後編）」『健康

保険』65 巻 9 号、2011 年 9 月、28～34 頁、『健康保険』65 巻 10 号、2011 年 10

月、34～43 頁 

 

３． 教 育 

（１） 講 義 

＊ 社会保障論 

＊ 医療政策論 



 

 

（２） 論文指導 

＊ 修士課程（地域政策プログラム）、修士取得、副指導 

（３） 研修事業 

＊ 「JICA タイ高齢化プロジェクト、高齢者サービスモデル普及手法・実例研修」JICA、

2011 年 9 月 27 日、タイ保健省等の幹部職員 10 名、「日本の高齢化とヘルスケア

政策」の講義 

（４） その他 

＊ 医療政策セミナー「超高齢社会における医療政策のあり方を考える」（2012 年 2

月 3 日開催）の企画およびパネルディスカッションの司会 

 

４． 管理・運営への関与 

（１） 委員会 

＊ 地域政策プログラム・コミティー委員 

（２） タスクフォース 

＊ 医療政策コースの開設準備の企画運営（「医療政策短期特別研修」の自治体への派

遣要請・「カリキュラム検討委員会」の運営、「東南アジア諸国の医療制度に関す

る研究会」の運営および諸外国の医療政策の動向調査等） 

（３） その他 

＊ 政策研究院機構（仮称）創設準備に係る「Local Governance の強化の政策研究」研

究会の第３分科会（医療・福祉分科会）の企画運営  

 

５． 社会的貢献（Ａ） 

（１） 他大学・研究所等における活動 

① 非常勤講師 

＊ 東京大学公共政策大学院非常勤講師（社会保障法政策，30 時間） 

＊ 早稲田大学大学院法学研究科非常勤講師（医療政策と法，30 時間） 

＊ 一橋大学国際・公共政策大学院非常勤講師（社会保障論、30 時間) 

② その他 

＊ 東京大学大学院法学政治学研究科グローバル COE プログラム特任教授 

（２） 財団法人等における活動 

役員，委員会 

＊ 公益財団法人 結核予防会，倫理審査委員会委員 

＊ 一般財団法人 医療経済研究・社会保険福祉協会，倫理審査委員会委員 

＊ 公益社団法人 家庭問題情報センター，養育費相談支援センター事業運営委員会委

員 

＊ 公益財団法人 三井住友海上福祉財団、福祉財団賞選考委員会委員 

（３） 学会等における活動 

＊ 日本医療・病院管理学会（評議員） 

＊ 日本社会保障法学会 

＊ 日本人口学会 

＊ 日本医療経済学会 

（４） 審議会等における活動 

＊ 厚生労働省医政局「チーム医療の推進に関する検討会」委員、4 回 



 

 

＊ 厚生労働省老健局「介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度の在り方

に関する検討会」委員、4 回 

＊ 厚生労働省医政局「特定機能病院及び地域医療支援病院のあり方に関する検討会」

委員、1 回 

＊ 地方独立行政法人 長野県立病院機構「病院機構評価委員会」委員、2 回 

＊ 公立甲賀病院「経営改革プラン評価委員会」会長、1 回 

＊ 福井県「福井県の医療人材育成に関する検討会」委員、1 回 

（５） その他 

＊ JICA の依頼による「インドネシアの国民皆保険構想に関するフィージビリティ現

地調査」（2012 年 1 月 3 日～7 日） 

 

６． 社会的貢献（Ｂ） 

（１） ジャーナリズムでの発言 

活字メディア 

＊ 「介護職員等の医行為と法改正の意義」『福祉新聞』（2011 年 10 月 24 日号 1 面） 

＊ 「最悪を見据えリスク管理を」『下野新聞』（2011 年 12 月 13 日朝刊 13 面） 

（２） 講演会，座談会，会議出席 

＊ 日独協会主催シンポジウム「日独で加速する少子高齢化社会の進行と対策」（2012

年 3 月 8 日・9 日）における「日本の医療制度の構造と政策課題」と題する講演お

よび討論 

＊ 東京大学公共政策大学院医療政策実践コミュニティ主催シンポジウム「医療基本

法について考える」（2012 年 3 月 25 日）における討論 

＊ 兵庫県医師会講演「日本の医療制度の構造と政策課題」（2012 年 3 月 17 日） 

＊ 日経センター講演「どうなる日本の医療制度―何を守り、何を改革すべきか」

（2011 年 7 月 7 日） 

＊ 社会保険特別研究会講演「皆保険 50 年、これからの医療保険」（2011 年 10 月 24

日） 

＊ 社会保険診療報酬支払基金講演「日本の医療制度の行方と課題」（2011 年 10 月

17 日） 

＊ 福井大学医学部講演「社会経済の構造変化と医療政策の課題」（2011 年 8 月 22 日） 

＊ 埼玉県国民健康保険連合会講演「国民皆保険をめぐる課題と展望」（2011 年 8 月

31 日） 

＊ 奈良県国民健康保険連合会講演「国民皆保険をめぐる課題と展望」（2011 年 10 月

11 日） 

＊ 生活経済政策研究所座談会「国民皆保険・皆年金 50 年：その歴史、今日の課題と

展望」（2011 年 10 月 25 日開催。『生活経済政策』No.179、14 から 29 頁に収載）  

＊ 週刊社会保障座談会「社会経済の変化に対応し安心・安定の制度を構築」（2011

年 12 月 15 日開催。『週刊社会保障』No.2660、52 から 67 頁に収載） 

 


